
（別紙１－１）

平成　　年度補助金所要額調書
                                                                                                                          　単位：円

	事　業　名
	補助対象経費
（Ａ）
	補助上限額
（Ｂ）
	補助金所要額
（Ｃ）
	備　　　考

	
	経費科目
	金額
	
	
	

	１．地方公共団体実行計画（事務事業編）

　　案件形成支援事業
	
	円
	
	
	

	
	
	円
	
	
	

	
	
	円
	
	
	

	
	
	円
	
	
	

	
	
	円
	
	
	

	
	
	円
	
	
	

	
	
	円
	
	
	

	２．地方公共団体実行計画（区域施策編）

　　案件形成支援事業
	
	円
	
	
	

	
	
	円
	
	
	

	
	
	円
	
	
	

	
	
	円
	
	
	

	
	
	円
	
	
	

	
	
	円
	
	
	

	
	
	円
	
	
	

	計
	
	円
	500,000円
	円
	


 注１：（Ａ）欄には、補助対象事業に要するすべての経費を事業ごとに記入し、合計額は両事業費を併せた金額を記載すること。
 注２：（Ｃ）欄には、補助対象経費（Ａ）の合計額と補助上限額（Ｂ）を比較して小さい方の額を記入すること。

 注３：（Ｃ）欄は算出された額に1,000円未満の端数が生じた場合にはこれを切り捨てるものとする。

 注４：各欄とも消費税及び地方消費税相当分を含んだ額とすること。
（別紙１－２）

平成　　年度補助金所要額調書

                                                                                                                          　単位：円

	事　業　名
	補助対象経費

（Ａ）
	補助上限額

（Ｂ）
	補助金所要額

（Ｃ）
	備　　　考

	
	経費科目
	金額
	
	
	

	３．都道府県による市町村等の地方公共団体
　　実行計画策定・実施支援事業
	
	円
	
	
	

	
	
	円
	
	
	

	
	
	円
	
	
	

	
	
	円
	
	
	

	
	
	円
	
	
	

	
	
	円
	
	
	

	
	
	円
	
	
	

	
	
	円
	
	
	

	
	
	円
	
	
	

	計
	
	円
	1,000,000円
	円
	

	
	
	
	
	
	


 注１：（Ａ）欄には、補助対象事業に要するすべての経費を記入すること。

 注２：（Ｃ）欄には、補助対象経費（Ａ）の合計額と補助上限額（Ｂ）を比較して小さい方の額を記入すること。

 注３：（Ｃ）欄は算出された額に1,000円未満の端数が生じた場合にはこれを切り捨てるものとする。

 注４：各欄とも消費税及び地方消費税相当分を含んだ額とすること。
（別紙２－１）

平成　　年度事業計画書（又は事業実施報告書）

　１．地方公共団体実行計画（事務事業編）案件形成支援事業（補助割合：定額（２の事業と合わせて上限500千円まで））

                                                                                                                           　単位：円

	事業内容
	事業費
	備　考

	
	経費科目
	金額
	

	【取組概要】

【具体的な期間及び取組詳細】

実施期間：○○○○年○月～○○○○年○月

取組詳細：


	
	円
	

	
	
	円
	

	
	
	円
	

	
	
	円
	

	
	
	円
	

	
	
	円
	

	
	
	円
	

	
	
	円
	

	
	
	円
	

	
	合計額　　　　　　　　　　　　　　円
	

	
	（上記、事業費負担区分）
国庫補助金　　　　　　　　　　　円
市町村費　　　　　　　　　　　　円

その他　　　　　　　　　　　　　円
	


　注１：消費税及び地方消費税相当分を含んだ額とすること。

　注２：「具体的な期間及び取組詳細」欄については、それに要する金額を記載し、右記の事業費及び経費科目と齟齬の無いようにすること。
　注３：財源内訳（事業費負担区分）の国庫補助金以外の財源で決定していないものについては、見込額を記載すること。

注４：「その他」欄には、寄付その他の収入額がある場合は記入すること。

（別紙２－２）

平成　　年度事業計画書（又は事業実施報告書）

　２．地方公共団体実行計画（区域施策編）案件形成支援事業（補助割合：定額（１の事業と合わせて上限500千円まで））
                                                                                                                           　単位：円

	事業内容
	事業費
	備　考

	
	経費科目
	金額
	

	【取組概要】

【具体的な期間及び取組詳細】

実施期間：○○○○年○月～○○○○年○月

取組詳細：


	
	円
	

	
	
	円
	

	
	
	円
	

	
	
	円
	

	
	
	円
	

	
	
	円
	

	
	
	円
	

	
	
	円
	

	
	
	円
	

	
	合計額　　　　　　　　　　　　　　円
	

	
	（上記、事業費負担区分）
国庫補助金　　　　　　　　　　　円
市町村費　　　　　　　　　　　　円

その他　　　　　　　　　　　　　円
	


　注１：消費税及び地方消費税相当分を含んだ額とすること。

　注２：「具体的な期間及び取組詳細」欄については、それに要する金額を記載し、右記の事業費及び経費科目と齟齬の無いようにすること。
　注３：財源内訳（事業費負担区分）の国庫補助金以外の財源で決定していないものについては、見込額を記載すること。

注４：「その他」欄には、寄付その他の収入額がある場合は記入すること。

（別紙２－３）

平成　　年度事業計画書（又は事業実施報告書）

　３．都道府県による市町村等の地方公共団体実行計画策定・実施支援事業（補助割合：定額（上限1,000千円まで））
                                                                                                                           　単位：円

	事業内容
	事業費
	備　考

	
	経費科目
	金額
	

	【取組概要】

【具体的な期間及び取組詳細】

実施期間：○○○○年○月～○○○○年○月

取組詳細：


	
	円
	

	
	
	円
	

	
	
	円
	

	
	
	円
	

	
	
	円
	

	
	
	円
	

	
	
	円
	

	
	
	円
	

	
	
	円
	

	
	合計額　　　　　　　　　　　　　　円
	

	
	（上記、事業費負担区分）
国庫補助金　　　　　　　　　　　円
都道府県費　　　　　　　　　　　円

その他　　　　　　　　　　　　　円
	


　注１：消費税及び地方消費税相当分を含んだ額とすること。

　注２：「具体的な期間及び取組詳細」欄については、それに要する金額を記載し、右記の事業費及び経費科目と齟齬の無いようにすること。
　注３：財源内訳（事業費負担区分）の国庫補助金以外の財源で決定していないものについては、見込額を記載すること。

注４：「その他」欄には、寄付その他の収入額がある場合は記入すること。
（別紙３）
平成　　年度歳入歳出予算書（又は歳入歳出決算書）（見込書）抜粋
	（歳　　　　　　　入）
	（歳　　　　　　　出）
	備考

	事　　　　項
	金　　額
	事　　　　項
	金　　額
	

	（款）
	
	（款）
	
	

	（項）
	
	（項）
	
	

	（目）
	
	（目）
	
	

	（節）
	
	（節）
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合　　　　　　　計
	
	合　　　　　　　計
	
	


（別紙４－１）

平成　　年度補助金精算額調書
                                                                                                                          　単位：円

	事　業　名
	補助対象経費

（Ａ）
	補助上限額

（Ｂ）
	補助金所要額

（Ｃ）
	交付決定額

（Ｄ）
	補助金
受入済額

（Ｅ）
	差引不足額

（Ｆ）
	備　考

	
	経費科目
	金額
	
	
	
	
	
	

	１．地方公共団体実行計画（事務事業編）案件形成支援事業
	
	円
	
	
	
	
	
	

	
	
	円
	
	
	
	
	
	

	
	
	円
	
	
	
	
	
	

	
	
	円
	
	
	
	
	
	

	
	
	円
	
	
	
	
	
	

	
	
	円
	
	
	
	
	
	

	２．地方公共団体実行計画（区域施策編）案件形成支援事業
	
	円
	
	
	
	
	
	

	
	
	円
	
	
	
	
	
	

	
	
	円
	
	
	
	
	
	

	
	
	円
	
	
	
	
	
	

	
	
	円
	
	
	
	
	
	

	
	
	円
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	500,000円
	円
	円
	円
	円
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


 注１：（Ａ）欄には、補助対象事業に要するすべての経費を事業ごとに記入し、合計額は両事業費を併せた金額を記載すること。

 注２：（Ｃ）欄には、補助対象経費（Ａ）の合計額と補助上限額（Ｂ）を比較して小さい方の額を記入すること。

 注３：（Ｃ）欄は算出された額に1,000円未満の端数が生じた場合にはこれを切り捨てるものとする。

 注４：（Ｅ）欄には、（Ｄ）欄のうち補助を実際に受けた額又は受入れ予定額を記入すること。

 注５：（Ｆ）欄には、（Ｄ）欄の額から（Ｅ）欄の額を差し引いた額を記入すること。

 注６：各欄とも消費税及び地方消費税相当分を含んだ額とすること。
（別紙４－２）

平成　　年度補助金精算額調書

                                                                                                                          　単位：円

	事　業　名
	補助対象経費

（Ａ）
	補助上限額

（Ｂ）
	補助金所要額

（Ｃ）
	交付決定額

（Ｄ）
	補助金
受入済額

（Ｅ）
	差引不足額

（Ｆ）
	備　考

	
	経費科目
	金額
	
	
	
	
	
	

	３．都道府県による市町村等の地方公共団体実行計画策定・実施支援事業
	
	円
	
	
	
	
	
	

	
	
	円
	
	
	
	
	
	

	
	
	円
	
	
	
	
	
	

	
	
	円
	
	
	
	
	
	

	
	
	円
	
	
	
	
	
	

	
	
	円
	
	
	
	
	
	

	
	
	円
	
	
	
	
	
	

	
	
	円
	
	
	
	
	
	

	
	
	円
	
	
	
	
	
	

	計
	
	円
	1,000,000円
	円
	円
	円
	円
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


 注１：（Ａ）欄には、補助対象事業に要するすべての経費を記入すること。

 注２：（Ｃ）欄には、補助対象経費（Ａ）の合計額と補助上限額（Ｂ）を比較して小さい方の額を記入すること。

 注３：（Ｃ）欄は算出された額に1,000円未満の端数が生じた場合にはこれを切り捨てるものとする。

 注４：（Ｅ）欄には、（Ｄ）欄のうち補助を実際に受けた額又は受入れ予定額を記入すること。

 注５：（Ｆ）欄には、（Ｄ）欄の額から（Ｅ）欄の額を差し引いた額を記入すること。

 注６：各欄とも消費税及び地方消費税相当分を含んだ額とすること。
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